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14　勤勉手当
○　概要
(1)　勤勉手当とは、職員の勤務成績に応じて支給される手当である。この手当は、成績査定分に相当する性格をもつものである。
(2)　支給額及び支給方法については、次のとおりである。
ア　支給日は、６月30日及び12月10日で、それぞれ６月１日、12月１日の基準日に在職する職員に支給される。なお、基準日前１か月以内に退職、又は死亡した職員も支給対象に加えられている。
イ　支給額は基準日前６月以内の期間における勤務成績に応じ基準日現在の給料の月額及び教職調整額の月額並びにこれらに対する調整手当の月額の合計額（職務段階加算額の適用を受ける者及び管理監督者については、一定額を加算）に人事委員会規則で定める基準に従って、任命権者が定める支給割合を乗じて得た額とされている。
○　関係法令

給与条例

 (勤勉手当)

第17条の4　勤勉手当は、6月1日及び12月1日(以下この条及び附則第7項第4号においてこれらの日を「基準日」という。)にそれぞれ在職する職員に対し、その者の基準日以前における直近の人事評価の結果及び基準日以前6箇月以内の期間における勤務の状況に応じて、それぞれ基準日の属する月の人事委員会規則で定める日に支給する。これらの基準日前1箇月以内に退職し、若しくは法第16条第1号に該当して法第28条第4項の規定により失職し、又は死亡した職員(人事委員会規則で定める職員を除く。)についても、同様とする。

２　勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者又はその委任を受けた者が人事委員会規則で定める基準に従つて定める割合を乗じて得た額とする。この場合において、任命権者又はその委任を受けた者が支給する勤勉手当の額の、その者に所属する次の各号に掲げる職員の区分ごとの総額は、当該各号に定める額を超えてはならない。

一　前項の職員のうち再任用職員以外の職員　当該職員の勤勉手当基礎額に当該職員がそれぞれその基準日現在(退職し、若しくは失職し、又は死亡した職員にあつては、退職し、若しくは失職し、又は死亡した日現在。次項及び附則第7項第4号において同じ。)において受けるべき扶養手当の月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額を加算した額に100分の95(特定幹部職員にあつては、100分の115)を乗じて得た額の総額

二　前項の職員のうち再任用職員　当該再任用職員の勤勉手当基礎額に100分の47.5(特定幹部職員にあつては、100分の57.5)を乗じて得た額の総額

３　前項の勤勉手当基礎額は、それぞれその基準日現在において職員が受けるべき給料の月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額とする。

４　第17条第5項の規定は、第2項の勤勉手当基礎額について準用する。この場合において、同条第5項中「前項」とあるのは「第17条の4第3項」と読み替えるものとする。

５　前2条の規定は、第1項の規定による勤勉手当の支給について準用する。この場合において、第17条の2中「前条第1項」とあるのは「第17条の4第1項」と、同条第1号中「基準日から」とあるのは「基準日(第17条の4第1項に規定する基準日をいう。以下この条及び次条において同じ。)から」と、「支給日」とあるのは「支給日(同項に規定する人事委員会規則で定める日をいう。以下この条及び次条において同じ。)」と読み替えるものとする。

給特条例

第4条　（2-08-1頁参照）

給与支給規則

(勤勉手当)

第33条の5　条例第17条の4第1項前段の人事委員会規則で定める日は、6月30日及び12月10日(これらの日が日曜日に当たるときはそれぞれの日の前々日とし、これらの日が土曜日に当たるときはそれぞれの日の前日)とする。

２　条例第17条の4第1項後段の人事委員会規則で定める職員は、次に掲げる職員とする。

一　その退職した日後において当該退職した日以前の在職期間に係る勤勉手当を受ける職に在職することとなつた者

二　退職等の日において、休職(公務上の負傷若しくは疾病又は通勤による負傷若しくは疾病による休職及び教育公務員特例法第14条の規定による休職を除く。)中、専従許可の有効期間中、停職中、大学院修学休業中、自己啓発等休業中又は配偶者同行休業中であつた者

第33条の6　条例第17条の4第2項の人事委員会規則で定める基準は、次項に規定する職員の勤務期間による割合(次項において「期間率」という。)に第7項に規定する職員の勤務成績による割合(第7項において「成績率」という。)を乗じて得た割合とする。

２　期間率は、次の表の上欄に掲げる基準日以前6箇月以内の期間における職員の勤務期間の区分に応じて、それぞれ同表の下欄に掲げる割合とする。

	勤務期間
	割合

	6箇月
	100分の100

	5箇月15日以上　　　　　　 6箇月未満
	100分の  95

	5箇月以上                  5箇月15日未満
	100分の  90

	4箇月15日以上　　　　　　 5箇月未満
	100分の  80

	4箇月以上                  4箇月15日未満
	100分の  70

	3箇月15日以上             4箇月未満
	100分の  60

	3箇月以上                  3箇月15日未満
	100分の  50

	2箇月15日以上             3箇月未満
	100分の  40

	2箇月以上                  2箇月15日未満
	100分の  30

	1箇月15日以上             2箇月未満
	100分の  20

	1箇月以上                  1箇月15日未満
	100分の  15

	15日以上                   1箇月未満
	100分の  10

	15日未満
	100分の   5

	零
	零


３　前項の勤務期間は、職員として在職した期間とする。

４　前項の期間の算定については、次に掲げる期間を除算する。

一　第33条の4第3項第1号に掲げる期間

二　育児休業法第19条第1項の規定による部分休業(第9号において「部分休業」という。)の承認を受けて勤務しなかつた期間を除き、条例第12条の規定により給与を減額された期間(その期間が7時間45分未満である場合を除く。)

三　休職にされていた期間(条例第19条第1項の適用を受ける休職者であつた期間を除く。)

四　育児休業法第2条の規定による育児休業の期間（基準日以前6ヶ月の期間に育児休業の全期間の合計が1ヶ月以下であるときにおける当該基準日以前6ヶ月の期間内の育児休業の期間を除く。）、大学院修学休業の期間、修学部分休業の期間、高齢者部分休業の期間、自己啓発等休業の期間及び配偶者同行休業の期間
五　育児短時間勤務職員等として在職した期間から当該期間に育児短時間算出率を乗じて得た期間を控除して得た期間

六　負傷又は疾病(公務上の負傷若しくは疾病又は通勤による負傷若しくは疾病(外国機関等派遣職員若しくは公益的法人等派遣職員又は退職派遣者の派遣先の業務上の負傷若しくは疾病又は通勤による負傷若しくは疾病を含む。)を除く。)により勤務しなかつた期間から週休日及び休日等(以下「週休日等」という。)を除いた日が30日を超える場合には、その勤務しなかつた全期間

七　勤務時間条例第16条の規定による介護休暇の承認を受けて勤務しなかつた期間から週休日等を除いた日が30日を超える場合には、その勤務しなかつた全期間
八　勤務時間条例第16条の規定による介護時間の承認を受けて勤務しなかつた期間が30日を超える場合には、その勤務しなかつた全期間

九　部分休業の承認を受けて勤務しなかつた期間が30日を超える場合には、その勤務しなかつた全期間
十　法第22条の2第1項第1号及び第2号の規定による会計年度任用職員として在職した期間
５　第33条の4第5項の規定は、勤勉手当の支給について準用する。この場合において、同項中「職員(次条第2項においてこれらを「国等の職員」という。)として」とあるのは「職員として」と、「第1項の在職期間」とあるのは「第33条の6第2項の勤務期間」と読み替えるものとする。

６　前項において準用する第33条の4第5項の期間の算定については、第4項各号に掲げる期間に相当する期間を除算する。

７　成績率は、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、当該各号に掲げる割合の範囲内で、各任命権者が人事委員会の定めるところにより定めるものとする。

一　再任用職員以外の職員　100分の190(条例第17条第2項に規定する特定幹部職員(以下「特定幹部職員」という。)にあつては、100分の230)

二　再任用職員　100分の95(特定幹部職員にあつては、100分の115)

第33条の7　第33条の4の9の規定は、条例第17条の4第2項前段の勤勉手当基礎額について準用する。
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